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闘争民主党が惨敗し、ゴルカル党が第一党に返り咲いたが、この二政党を含む主要政党のほとんどが得票率を減らすなど、既存政党に対する不信が有権者 意思として示された。その一方で、民主主義者 福祉正義党といった過去の政党と何のつながりもない新党が躍進した（表１） 。
　この二回の選挙結果から、アリランが再
び選挙政治の場で力を持ち始めたのか それとも過去四〇余年間にインドネシア 経験した社会経済変動によってアリランは消滅してしまったのか、結論づけるこ は容易ではない。
　しかし、筆者らの分析では、民主化後の
選挙においても、世俗主義的なイデオロギー指向の有権者と敬虔なイスラーム教徒の有権者の間には投票行動に大き 違いがあることが示された （参考文献①） 。つまり、前者の多くが闘争民主党やゴルカル党を支持したのに対して、後者の多くは民族覚醒党、 開発統一党、 国民信託党、 月星党といったイスラーム系政 に投票した である
　それでは、民主化後の選挙で政党の得票
率が大きく変動するようになったことは、アリランとどのような関係 あるのだろうか。一九九九年と二〇〇四年 総選挙を比べると、投票先を変えた有権者 割合は






ンドネシアの有権者は、たとえ投票先の政党を変えるとしても、世俗主義対イスラームという一九五〇年代（もしくは、独立以前）から続くアリ ンを越え こと なかったと考えられるのである。その意味で、
表1　国民議会（DPR）議員総選挙の結果
議会制民主主義期 民 主 化 後
1955年総選挙 1999年総選挙 2004年総選挙
イスラーム系 （合計43.9） （合計37.6） （合計38.3）
マシュミ（Masyumi） 20.9 開発統一党（PPP） 10.7 開発統一党（PPP） 8.2
ナフダトゥル・ウラマ （ーNU）18.4 民族覚醒党（PKB） 12.6 民族覚醒党（PKB） 10.6
イスラーム連盟党（PSII） 2.9 国民信託党（PAN） 7.1 国民信託党（PAN） 6.4
イスラーム教育運動 1.3 月星党（PBB） 1.9 月星党（PBB） 2.6
正義党（PK） 1.4 福祉正義党（PKS） 7.3
その他イスラーム系政党 0.4 その他イスラーム系政党 4.0 その他イスラーム系政党 3.2
世俗主義系 （合計35.4） （合計62.4） （合計61.7）
国民党（PNI） 22.3 ゴルカル党（Golkar） 22.4 ゴルカル党（Golkar） 21.6
キリスト教徒党（Parkindo） 2.7 闘争民主党（PDIP） 33.7 闘争民主党（PDIP） 18.5
カトリック党 2.0 民主主義者党（PD） 7.5
社会党（PSI） 2.0 福祉平和党（PKS） 2.1




















スの評価は厳しく、結果的に ガワティ政党頼みの選挙戦略は有効 作用 なかった。一方、個人的イメージを訴え ユドヨノの選挙戦略は功を奏し、ユドヨノは大統領選挙を制することができた である。
　ユドヨノの勝利は、 が政府の施策
や政治家の行動を投票 基準にしているということを如実に示すも となった。有権者を無視した政治家・ は 厳しい選挙の洗礼を浴びるという民主 治で ごく当たり前のことが、インドネシアでも起こるようになったのであ 。●再び選挙 年を迎える
　民主化後の選挙を通じて分かったことは、
有権者が投票を行う際、依然と て世俗主
義対イスラームという伝統的な対立軸を基準にしている一方、大きな投票変動や大統領選挙の結果に見られたよ に、政党支持に基づかない投票行動があらわれつつあることである。有権者の政党支持が決して固定的でない以上、当選を目指す政治家も他党との競争に晒される政党も、有権者の目を意識せざるをえない。選挙 実施 れば自動的に政治家や政党が民意に沿った行動をするわけではないが、このような選挙政治の展開は、いやが上 も、国 方を向いた政治を政治家や政党に求め ことにる。それは、スハルト時代の上意下達の政治のあり方からの根本的な転換を意味する
　二〇〇九年には、再び選挙の年がやって
来る。議会総選挙でも大統領選挙でも、激しい選挙戦が繰り広げられ だろう。ユドヨノ大統領の再選はある か、新し 候補者が登場するのか、五年前に躍進した新党は生き残れるのか、既存政党の巻き返しはあるのか、注目の一年間となる。
（かわむら 　こういち／アジア経済研究所地域研究センター）
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